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  ◎　ロシア極東情報

　◎　中国東北情報

　◎　モンゴル情報

　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□

　◎　２月14日、15日に

　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。

　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。

　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。

　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内・・

----------------------------------------------------------------------------

　トランプ大統領は、その一挙手一投足までが話題なっている感じですが、実際の

ところアメリカはどうなって行くのか、とても気になります。14〜15日の「北東ア

ジア経済発展国際会議（NICE）」でのボズワース・ブルッキングス研究所シニアフェ

ローの基調講演が楽しみです。（編集長）

----------------------------------------------------------------------------

━━━　NEAヘッドライン　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　

　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ロシア北東部の資源開発にインドが着手か  ◇

　インドの電力大手Tata Powerがカムチャツカのクルトゴロフスコエ炭鉱の開発を

始める方針だ、とカムチャツカ地方政府が伝えている。

  カムチャツカ地方政府とTata Powerの間の提携協定書は２月にソチ国際投資フォー

ラムで署名される見込みだ。協定書の内容が双方の代表者の会合で協議された。

　「インド側は炭鉱開発に関心を持っている。ただし、この炭鉱は僻地にあり、イ

ンフラの問題がある。会合で我々は、ロシア極東で現在、順調に定着しつつある支

援メカニズムについて協議した。Tata Powerはインフラ整備支援措置を利用するた

めの優先プロジェクトの認定を受けるつもりだ。我々も、企業が受けられる地方税

の減免について協議した」というウラジミル・イリューヒン・カムチャツカ地方知

事の談話が報じられている。

　イリューヒン知事によれば、このプロジェクトはアクセスの確保や新規雇用創出、

さまざまなレベルの予算の歳入に係る問題の処理を可能にするものなので、カムチャ

ツカ側は実施に前向きだ。近々、プロジェクト実施のロードマップが策定される。

さらに、インド側はロスモルポルト社と、探鉱近くでの港湾施設の建設と物流を検

討している。カムチャツカ地方との予備協議は既に済んでいる。

　クルトゴロフスコエ炭鉱はソボレフスキー地区（オホーツク海岸から東へ70キロ）

に立地する。これはカムチャツカ最大の炭鉱で、推定埋蔵量は26万トン程度となっ

ている。（太平洋ロシア１月26日）

  ◇  環境汚染により行政はワニノ港の作業を中断  ◇

　連邦自然利用分野監督局はワニノ地区裁判所に、90日間の港の作業停止を要請し

た。昨年、港の経営陣は環境破壊の罰金を４回支払った、と天然資源環境省広報室

は伝えた。

　連邦自然利用分野監督局はさらに、集落の住民の要求を受け入れ、作業によって

大量の粉じんが出る石炭用クラッシャーの使用を禁止。計10台が封印された。

　再三にわたる住民の苦情申し立てと大統領への訴えの後、運輸検察庁はワニノ港

の査察を実施した。裁判所は、貨物の飛散を防ぐ壁を石炭倉庫周辺に設置し、粉じ

ん排出の新たな最大許容限度を設定するよう、港の経営陣に義務付けた。

　港の経営陣は、粉じん雲を消すために８台の人工降雪機を購入したが、地元住民

は旧式の設備の入れ替えを主張していた。１月29日には住民が抗議集会を予定して

いる。（DV.land１月27日）

  ◇  ロスネフチがロ極東最大の石油精製拠点を沿海地方につくる  ◇

　ロスネフチの「東方石油化学コンプレックス」が沿海地方パルチザンスク地区の

先行経済発展区（TOR）の主要入居者となる。「石油化学」TOR形成プロジェクトが

沿海地方政府に提出された。

　東方石化コンプレックスはガソリン、灯油、ディーゼル燃料、船舶用燃料、ポリ

エチレン、ポリプロピレン、ベンゼン等を生産する。製品はアジア市場へ輸出され

る。プロジェクトの実施によって、極東連邦管区のローカルの自動車用燃料の不足

や高価格の問題を解決することができる、とロスネフチの発表資料には記されてい

る。

　製品の大規模販売市場（アジア太平洋諸国）に近く、ESPOや海への出口（ナホト

カ港）に隣接することから、石化コンプレックスは沿海地方につくることが有利だ。

同コンプレックスの出資金の分担は60％がロスネフチ、40％が中国化工集団

（ChemChina）となっている。建設費の総額は約6600億ルーブルになる。

　「石油化学」TORは少なくとも3500人分の雇用を創出し、6800億ルーブル余りの

民間投資を呼込み、税収は2022〜2029年に1117億ルーブルになるものと期待されて

いる。コンプレックス近郊では、裾野産業（建設業、電力産業、運輸産業、プラス

チック製品製造業）が発展することだろう。（DV.land１月31日）

  ◇  ロ極東の無償の土地区画の提供が全国民を対象に  ◇

　２月１日にロシア極東の土地の無料分配の第３段階がスタートした。今後、すべ

てのロシア国民が１人１ヘクタールを手にすることができる。

　１日からロシア極東の無料の土地の提供プログラムはロシアの全国民を対象とす

るようになった。「極東の１ヘクタール」法は2016年６月１日に発効した。このプ

ログラムは当初、実証用の９自治体の住民のみを対象としていた。2016年10月１日

から極東連邦管区、2017年２月１日からロシアの全国民が対象となった。大都市か

ら離れた無償の土地（１人１ヘクタール）の取得申請は2035年まで可能だ。ロシア

極東の１ヘクタール区画の空き地は、国の人口（１億4700万人）よりも多い。

　２月１日までに極東住民から約４万件の申請があった。多い順に沿海地方、サハ

共和国（ヤクーチア）、サハリンだった。利用許可が下りたのは4000区画余りで、

残りの申請はまだ審査中だ。最も人気の目的は戸建て住宅の建設だ。個人の副業用

や農業用、果樹栽培、野菜栽培用に多数の申請があった。政府はプログラムの中間

結果を絶賛している。

　アレクサンドル・ガルシカ極東発展大臣によれば、全ロシア世論研究センターの

調査によると、ロシア人の14％が個人的参加の観点からこのプロジェクトに関心を

示している。全国に拡大されたプログラムの作業１日目（モスクワ時間17時まで）、

2500件余りの申請があった。最も需要があったのは沿海地方、ハバロフスク地方、

サハ共和国（ヤクーチア）だった。最も積極的だったのはモスクワ市、モスクワ州、

サンクトペテルブルクの住民で、ネット申請全体の50％に及んだ。土地の取得に最

も関心を示したのは、18〜40歳の男性で、全体の47％だった。

  一方、皆が極東の１ヘクタールの開放を手放しで喜んでいるわけではない。サハ共

和国のエゴール・ボリソフ首長によれば、共和国の住民は、ある程度警戒しつつ、

第３段階の開始を待っていた。「他の連邦構成主体の希望者が我が共和国に流入し

てきたら、地元民との連携がどうなるか、彼らが何に従事するのか、住民は動揺し

ている」とボリソフ首相は説明した。（コメルサント・デイリー２月２日）

  ◇  ロ極東の宇宙基地からの商業打ち上げを検討  ◇

　ロスコスモスがアムール州のボストーチヌイ宇宙基地からのロケットの商業打ち

上げの可能性を探っていることを、同社広報室が伝えている。

　「商業打ち上げを確実に行うための下検分、つまりさまざまな宇宙関連機材を使っ

た作業の可能性が検討され、それらの搬送のための輸送スキームが策定され、統合

テクニカルエリアのサイトの配置が検討されている。この戦略の実現の一環で、外

国の代表団がボストーチヌイ宇宙基地を訪れる」と広報発表には記されている。

　ボストーチヌイ宇宙基地は2012年からアムール州のツィオルコフスキー市（旧ウ

グレゴルスク）近郊に建設中。国の民間用宇宙基地第１号となり、宇宙空間へのロ

シアの独自のアクセスを確立する。（2016年）４月28日に１回目のソユーズ2.1aの

打ち上げが成功した。（リア通信２月４日）

  ◇  ハバロフスク地方の大気の状態が10年ぶりに改善  ◇

　ハバロフスク地方大気の質的状態が久しぶりに改善し、都市部は特に大気汚染度

の高い都市のリストから外れたことを、ハバロフスク地方天然資源省ビクトル・バ

ルデュク次官が発表した。

　「これは、ガスやよりクリーンな燃料への電力関連施設の転換、さらに地方内の

大手企業での排ガス浄化設備の設置と関連している。これらすべてが、10年ぶりに

大気への排出物のレベルを15％引き下げることを可能にした」とバルデュク次官は

記者団に述べた。

　同次官によれば、ハバロフスク地方では現在、年間11万トンほどの汚染物質が排

出されている。以前は15万トンだった。排出物の50％はハバロフスク地方の大規模

工場を源とし、さらに同じくらいが自動車を源とする。輸送機関による大気汚染の

数値は、エンジンの構造や燃料の性質の改善によって徐々に下がってきている。

　「さらに、ガスへの燃料転換は続く。大気の質的改善を目的としたワニノ港の近

代化も継続される」と次官は述べた。

　環境保全委員会のアレクセイ・サビトフ議長の記者団への説明によると、ハバロ

フスク地方での有害物質の量の削減対策が、2017年に複数の企業でとられる。例え

ば、ハバロフスクの第１熱併給発電所でボイラーの一つがガスに燃料転換されるこ

とで、熱併給発電所全体の排出物の量が15％削減される。コムソモリスク・ナ・ア

ムーレでは A.ガガーリン記念コムソモリスク・ナ・アムーレ航空機工場が新しい

排ガス洗浄装置を導入する。同様の近代化が他の工場でも計画されている。

　ハバロフスク地方では、ロシア環境年（2017年）に教育、森林保護・野生動物保

護、大気・河川の水質保全、ごみ処理の分野で60件余りの環境関連事業を予定して

いる。2017年にはハバロフスク地方で、新たに５つの地方特別自然保護区が設けら

れることになっている。（インターファクス２月７日）

　━━　中国東北情報　━━

　

  ◇  策克口岸、輸出入貿易の増加速度が全国陸路口岸で第１位  ◇

　統計によれば、昨年の策克口岸の輸出入貨物は累計1257．23万トンで前年比67.5

％増、輸出入貿易額は22.53億元、前年同期比87.92％増となり、増加速度は全国の

陸路口岸のなかで第１位となった。

　中モ両国の重要な貿易ルートおよび自治区の北に向けた開放の重要な門戸として、

策克口岸はすでに全国で第４位、自治区で第３位の陸路口岸となり、先頃、口岸に

自治区レベルの重点開発開放試験区を設立することが自治区政府に承認された。策

克口岸はアラシャン盟委員会行政署の提起にしたがい、アラシャンをシルクロード

経済帯と中ロモ経済回廊という重要なルートに奉仕する開放的な位置づけにしよう

としている。この一年、策克口岸経済開発区管理委員会は主な指標で比較的大きな

成長を獲得した。出入国者数32.12万人、出入国車両26.29万台、財政収入5914.12

万元、関税収入6816.21万元を実現し、輸入環接増値税は３億7353.09万元を税関が

代理徴収した。（内モンゴル日報１月24日）

  ◇  長春新区北湖科学技術開発区に欧亜北湖ショッピングセンター  ◇

　長春新区は2016年２月３日の建設以来、出足は良好で、承認されて１年で経済総

量1000億元、固定資産投資1000億元、全口径（すべての方面の）財政収入100億元

という「３つの１」の目標を実現した。特に大プロジェクトの実施は、将来的な発

展に良好な基礎を打ち立て、新区の吸引力を強化している。2017年１月25日、長春

新区と欧亜集団は戦略協力協定に署名し、欧亜北湖ショッピングセンタープロジェ

クトが正式に長春新区北湖科学技術開発区で始まり、欧亜集団が長春ハイテク区に

おいて建設する欧亜都市商業貿易センタープロジェクトとともに南北で光り輝こう

としている。欧亜北湖ショッピングセンタープロジェクトは完成後、長春市のビジ

ネス局面を変えることになり、長春新区は中国ビジネス界のフラッグシップと称さ

れる欧亜集団と連合して、東北地域をカバーし、北東アジア地域に影響を与える国

際的ビジネスセンターを形成するだろう。（吉林日報1月26日）

  ◇  ハルビン航空口岸、出入国ピークを迎える  ◇

  春節を控え、ハルビン航空口岸の出入国旅客数がピークに達し、１日当たりの出

入国者数が3000人近くなり、前年同期より約20％増加した。

  ハルビン出入国検査所によれば、今年は例年より春節が早いため、出稼ぎ労働者

と留学生は元旦から次々と帰国し、特にロシア、韓国、日本から帰国した中国人が

急増した。また、学生の冬休み期間と重なり、国外旅行や海外ショッピング旅行に

行く人も増えている。１月以来、春節ゴールデンウィークの旅客ピークに対応する

ために、ハルビン空港は「ハルビン−プーケット」の臨時チャーター便を増やした

ほか、春節の間は「ハルビン−東京」線も増便予定だ。また、「ハルビン国際氷雪

まつり」の盛大な開催に伴い、多くの域外観光客が「氷の都市」ハルビンへ氷雪文

化を鑑賞しにきたのも旅客数が増加した主な原因となっている。

（黒龍江日報１月26日）

  ◇  昨年の遼寧省の輸出入　金額ベースで全国第５位  ◇

　１月26日、遼寧省出入国検査検疫局からの情報によれば、2016年遼寧省出入国検

査検疫局で取り扱った輸出入貨物は31.3万回、金額ベースで535.7億ドル、全国で

第５位となった。

　昨年、遼寧省は全国で初めて省レベルの輸出船舶品質安全モデル区を建設し、３

つの省レベルのモデル区を国家レベルのモデル区に昇格させた。現在までに、全省

ではすでに21の国家レベル、41の省レベルの輸出食品・農産品品質安全モデル区を

完成させており、数では全国で第３位にある。省農業委員会と共同で開催した第３

回遼寧輸出食品農産品展示商談会では貿易額8300万ドルを実現した。

　同時に、東北で初の越境電子ビジネス総合試験区が大連に定着するよう推進し、

『越境電子ビジネス検査検疫監視管理工作実施意見』を制定して、監視・管理モデ

ルを改革し、良好な発展環境を創造している。大連港に監視・管理所の改築と情報

システム建設を完成させ、国境をまたぐ海空複合一貫輸送による直接輸送・直接購

入業務を初めて展開した。全国で初めて「インターネット・プラス」越境電子ビジ

ネス公共検査サービスプラットホームを完成させた。

　遼寧出入国検査検疫局は外国貿易の発展環境も最適化し、便利で速い通関環境を

創造している。現在、全省ですでに６本の中欧列車を開通させ、１年間の列車の運

行は120回余り、貨物は１万TEUに近く、開通列車数は全国首位にある。

（遼寧日報１月27日）

    ◇瀋陽桃仙国際空港、肉類輸入の指定口岸として承認  ◇

  １月20日、国家質検総局（国家質量監督検査検疫総局）が、肉類を輸入する指定

口岸の最新リストを公表した。瀋陽桃仙国際空港は国家質検総局による承認を経て、

東北地方初の肉類を輸入する指定空港となった。同時に、桃仙空港の付属施設とし

て、瀋陽冷鮮港をコールドチェーン検査・貯蔵一体化施設とすることも承認された。

  瀋陽冷鮮港が正式に供用開始された後、肉類の輸入量は年間20万トンと予想され

る。また、それにより瀋陽桃仙空港、大窯湾、ハツ魚圏、天津海運口岸、エレンホ

ト陸運口岸での輸入肉への検査が実施できるようになり、肉類の輸入手段が海、陸、

空をカバーし、通関効率が向上し、通関時間が短縮でき、貿易コストが低下するこ

とになる。（遼寧日報２月３日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  カザフスタンとモンゴルが鉄道用機械製造分野での協力に合意  ◇

　（株）カザフスタン鉄道のカナト・アルプイスバエフ社長が１月30日、ウランバー

トルで交通・運輸部門での協力拡大について協議したことを、同社広報室がカザフ・

ゼルノ通信に伝えた。

　モンゴルのガンバト道路・輸送開発大臣との会談で、アルプイスバエフ社長は、

カザフスタンの物流業界の発展と共和国の中継力の発揮のためのカザフスタン鉄道

社の活動について説明した。アルプイスバエフ社長は、同社が実施中の大規模なイ

ンフラ整備プロジェクト、鉄道用機械製造の拡大について話し、モンゴル側との協

力の意向を述べた。

　（株）ウランバートル鉄道のジグジドニャマー社長との協議では、ディーゼル幹

線機関車、貨物用車両、レール、分岐器、その他カザフスタン製の鉄道関連製品の

モンゴルへの輸出に関する提案が検討された。会談の結果、カザフスタン鉄道社と

ウランバートル鉄道社の協力覚書が署名された。この文書は鉄道用機械製造分野の

交流を目的としている。（カザフスタン・ゼルノ１月31日）

  ◇  モンゴルの汚職状況が悪化  ◇

　トランスペアレンシー・インターナショナル（TI）は１月27日に腐敗認識指数を

発表し、モンゴルの汚職度が高まったことを確認した。この数値によると、１年前

72位だったモンゴルは、第87位となっている。

　TIのデータによれば、旧ソ連の国々の汚職水準は、エストニア（第23位）、リト

アニア（第32位）、ラトビア（第40位）、グルジア（第48位）、アルメニア（第95

位）、モルダヴィア（第103位）、ベラルーシ（第107位）となっている。１年前に

142位のウクライナは、実績を改善して第130位になった。１年前に第126位だった

カザフスタンは、直近のランキングでは123位となっている。

　もっとも汚職度の低い国家とされているのは、デンマーク、フィンランド、スウェー

デン、ニュージーランド、オランダだ。TIによれば、もっとも汚職度の高い国は南

スーダン、スーダン、アフガニスタン、北朝鮮、ソマリアとなっている。

（MONTSAME２月１日）

  ◇  経済救済寄付キャンペーンに国会議員が参加  ◇

　国会議員らが、経済の救済を目的とした寄付キャンペーンに参加し始めた。J.バ

トザンダン国会議員が２日、３カ月分の給与を国庫に寄付することを表明した。

  バトザンダン議員は、「富裕層はこの寄付キャンペーンに参加すべきで、オフショ

ア口座を持つ政治家たちも、隠し金を寄付するべきだ。寄付行為は愛国的な行為だ。

国民は寄付金が賢く使われることを望んでいるので、監視する必要がある」と彼は

述べた。

  １月31日、経済学者のB.オソルガラフ氏が人々に寄付キャンペーンを呼びかけ、

1000万トゥグルグと馬10頭、金の指輪を寄付した。続いて、B.デルゲルサイハン国

会議員が、政府は2017年３月に開発銀行の５億8000万ドルの債券債務の返済を予定

しているが、国は深刻な経済危機の渦中にあると指摘し、１億トゥグルグの寄付に

同意した。さらに、N.オユンダリ国会議員がこの発議への賛同を表明し、一定額を

国庫に寄付することを約束した。（GoGo Mongolia２月２日）

  ◇  モンゴルがIBRDへの出資額を拡大  ◇

　モンゴル国政府は、国際復興開発銀行（IBRD）への出資額を増やすことを決定し

た。この決議は２月２日の閣議で採択された。

　この決議により、モンゴルのIBRDへの出資分担金は143株分（１株の額面価格

120.635ドル）増え、特別出資金は71株分増える。

　こうして、２大国に挟まれた内陸国のモンゴルにとって、より積極的な外交と、

国際金融機関を介した世界経済におけるポジションの強化、長期的課題の達成、国

際金融機関の特別融資の利用のための可能性が生まれる。

　IBRDへの出資は、メンバー国の投票権であり、IBRDから最大限の融資金額を設定

される根拠となる。モンゴルの投票権は0.006％を構成する。

（MONTSAME２月２日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  上海から修学旅行実現へ　山陰初、インバウンド機構誘致  ◇

  山陰両県と民間でつくる山陰インバウンド機構（福井善朗代表理事）が誘致を進

めていた中国・上海の小学校の修学旅行が実現する見通しとなった。視察に訪れた

上海の学校関係者が20日、明言した。６月末から７月にかけ、児童、保護者、教員

ら計100人程度の訪問を予定。山陰旅行を10年間は続けたい意向も示した。実現す

れば、同機構誘致による海外から山陰への修学旅行は初となる。

  視察に訪れたのは、上海で小中学校など６校を運営する教育集団の陳岩泉副理事

長ら５人。同校は毎年、複数のグループに分かれて、欧米や日本への修学旅行を実

施している。日本では、福島県や岐阜県、熊本県を訪ねるグループもあるという。

（山陰中央新報１月21日）

  ◇  台北で松江ボタンPR　春節前の花市で展示会（島根）  ◇

  台北市最大の花市「建国花市」で21日、松江市が「松江大根島牡丹」の展示会を

開催、28日の春節（旧正月）を前に、花を買いに訪れる台湾人にボタンや、ボタン

で知られる松江市の日本庭園「由志園」などをPRした。

  ボタンは「富貴」を象徴する花として台湾を含む中華圏で好まれている。松江市

は、大輪で種類が豊富な「大根島牡丹」を2006年からほぼ毎年、この時期に展示、

年間約２千鉢を台湾へ輸出している。（山陰中央新報１月22日）

  ◇  国際チャーター100便超　16年度青森空港、９年ぶり  ◇

  2016年度中に運航もしくは運航が決まっている青森空港発着の国際チャーター便

数が22日現在、145便に上ることが県のまとめで分かった。100便を超えるのは07年

度以来９年ぶりで、さらに増える可能性もある。

  天津（中国）−青森間の定期路線開設を目指す奥凱（オーケー）航空（中国）が、

先行運航させている定期チャーター便が増加の大きな要因で、冬季運航の拡大も運

航本数の底上げにつながっている。冬季観光振興を目指す県は、雪や温泉など冬の

魅力をPRし、チャーター便の運航を働き掛けてきた。（東奥日報１月23日）

  ◇  県産チューリップ球根　台湾で3000本開花（富山）  ◇

  県花卉球根農業協同組合（砺波市）が市の協力で輸出したチューリップ球根が台

湾・嘉義市で咲き始め、23日に現地でオープニングイベントが行われた。県産チュー

リップ球根の海外への輸出は26年ぶり。夏野修砺波市長や〓醒哲嘉義市長らが開花

を祝い、嘉義市を台湾でのチューリップの観光拠点として発展させることを確認し

た。

  イベントは嘉義市の繁華街に近い文化公園で開催し、県オリジナル品種の「黄小

町」や「とやまレッド」を含めたチューリップ３千本がプランター150個で展示さ

れている。温暖な台湾の平野部ではツーリップは通常咲かず、珍しい花々を市民が

記念撮影した。（北日本新聞１月24日）

　〓：さんずい+余

  ◇  中国人観光消費、最大57億円　北陸3県調査  ◇

  シンクタンクの中部圏社会経済研究所（名古屋市）は23日、中国人観光客が北陸

３県で使う宿泊や飲食などの費用の総額が2020年に最大で57億円規模になるだろう

との調査結果をまとめた。

  中国人の旺盛な購買意欲は「爆買い」と呼ばれている。しかし、円高元安による

円ベースでの所得低下や、関税率の引き上げで16年は勢いを失った。調査はこうし

た現状を踏まえ、国や各県などの統計を基に試算した。３県の延べ観光客数は16年

が推計８万７千人。年収の増加が緩やかになる標準のケースでは20年に26万６千人。

３県での一人当たり旅行消費額は16年の１万５千円余から、20年は約１万4700円と

わずかに減る。この結果、旅行消費の総額は15年の９億４千万円（実績）が16年は

推計13億円。為替などを考慮して20年は23億円から57億円と幅を持たせた。

（北陸中日新聞１月24日）

  ◇  外国人の金沢観光快適に　市特例通訳案内士４月から活動  ◇

  増えている外国人旅行者に金沢をもっと知り、快適に過ごしてほしいと、金沢市

は英語で市内の観光案内などを請け負う「特例通訳案内士」の要請に乗り出した。

歴史や伝統工芸などの講座を受けた43人が昨年12月の初試験に合格し、４月から活

動する。通訳案内士の自己紹介や得意分野などを載せ、目的に合った人を探せるウェ

ブサイトも作る。

  通訳案内士は有償で外国人旅行者を案内できる国家資格。語学に加え、日本の歴

史や文化など幅広い知識が求められる。県によると、県登録の有資格者は97人。金

沢市では、旅行や国際会議などさまざまなニーズに応じるため、特区の認定を受け、

市内に限って国家資格を持たなくても活動できる特例通訳案内士を養成することに

した。（北陸中日新聞１月25日）

  ◇  留学生の県内就職希望６％　日本の「就活」浸透せず（石川）  ◇

  金沢市周辺の大学に通う外国人留学生で県内に就職を希望しているのは6.4％に

とどまることが、市の調査で分かった。企業を対象にした調査でも留学生の採用予

定を「ない」とした会社が８割近くに達した。ただ進路を決めていない学生や留学

生の採用を検討している企業もあり、市は今後の取り組み次第で状況は変わると分

析し、対応を検討している。

  就職予定地は「まだ決めていない」とした学生が34.1％で最多。「母国」と答え

た学生が３割程度で続いた。企業対象の調査で、留学生の採用を「検討中」とした

のは16.4％、「予定している」と回答したのは3.7％だった。調査は昨年８〜10月、

市内とその周辺の学生1506人、企業900社を対象に実施。学生361人、企業354社が

回答した。（北陸中日新聞１月27日）

  ◇  「福井いいね」躍進　中国版SNS投稿数で９位  ◇

  中国の旧正月「春節」に合わせた大型連休の旅行先として、福井県が中国版SNS

（会員制交流サイト）上で注目を集めている。越前がになど冬の味覚に興味を示し

ているようで、春節の28日は県内の名所や旅館に中華圏の観光客の姿が見られた。

ただ、実際の人出は例年並みとの声が多く、「気になる観光地」の域は出ていない

ようだ。

  インバウンド関連情報提供のトレンドExpress（東京）の調査によると、中国の

短文投稿サイト「微博（ウェイボ）」に昨年10〜12月に書き込まれた投稿のうち、

「2017年春節に行きたい場所」の都道府県ランキングで、本県は鹿児島県と並んで

９位（14件）だった。首位は大阪府（271件）で、東京（162件）、京都（132件）

と続いた。（福井新聞１月29日）

  ◇  本県で国連観光会議　東北初、来年１〜２月想定（山形）  ◇

  県は31日、国連世界観光機関（本部スペイン）の国連世界観光会議が2017年度に

本県で開かれることが内定したと発表した。正式決定は３月中旬の見込みで、開催

されれば東北では初めてとなる。開催時期は来年１〜２月を想定。国内外の観光当

局や観光団体、メディア関係者など情報発信力のある約200人の参加が見込まれ、

本県のインバウンド拡大が期待される。

  同機関は1975年に設立。観光政策の課題について協議するとともに、世界の観光

統計の収集や分析を行っている。国内での国際会議は2004年に石川県、05年に滋賀

県、08年に兵庫県、16年に奈良県で開かれており、本県は５件目となる見込み。本

県では「雪と観光をテーマとした地域振興戦略」などでの議論を想定し、十数カ国

からの参加を見込む。（山形新聞２月１日）

  ◇  日本酒、菓子、コメ　県産、ロシア市場開拓へ（新潟）  ◇

　県内の日本酒や菓子メーカー、コメ生産者ら10社余りが、ロシア市場の開拓に動

き出した。３日にモスクワの在ロシア日本大使館での商談会に臨むほか、６〜10日

にモスクワ中心部で開かれる同国最大級の食品見本市「PRODEXPO（プロドエクスポ）」

に共同で出展する。

　ロシアには和食レストランが増えているが、利用される食材の多くは中国や韓国

産だという。今回モスクワで商談に臨むのは、北雪酒造（佐渡市）と頚城酒造（上

越市）、市島酒造（新発田市）、柏露酒造（長岡市）、中川酒造（同）、今代司酒

造（新潟市中央区）の酒造６社と菓子大手のブルボン（柏崎市）、新潟クボタの子

会社でコメ集荷・輸出の新潟農商（新潟市中央区）、豆菓子の内山藤三郎商店（新

潟市秋葉区）など。出店経費には、にいがた産業創造機構（NICO）の補助金を活用。

準備や通訳などの実務面はJSN（新潟市中央区）が担う。（新潟日報２月２日）

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇◇　２月14日、15日に

　　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

　　○会　期　2017年2月14日（火）〜15日（水）

　　○会　場　朱鷺メッセ2階スノーホール（新潟市中央区）

　　○主　催　新潟県、新潟市、ERINA

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/activities/seminars/nice/2017nice/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５

　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に

　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して

　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞

　　

　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス

　　です。

　　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.304(20170210)
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　◎　２月14日、15日に

　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

　◎　『ERINA BUSINESS NEWS』 No. 119を発行しました。

　◎　『ERINA Discussion Paper』 No. 1701eを発行しました。

  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。

　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。

　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。

　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内・・

----------------------------------------------------------------------------

　アメリカではトランプ大統領が就任し、TPPからの離脱、メキシコ国境の壁の建

設など、次々にカードを切っているようです。北東アジアでも2017年の新しいニュー

スが入っています。ERINAからは「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン

新潟」開催のお知らせが最優先。皆様、どうぞご参加ください。（編集長）

----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ガスプロムがヤクーチアの少数民族に補償金  ◇

  サハ共和国（ヤクーチア）北部の少数民族が、領内に「シベリアの力」パイプラ

インが建設されることで、5300万ルーブルをガスプロムの子会社ガスプロム・トラ

ンスガス・トムスク社から受け取ったことを、共和国政府が発表した。少数民族は

「民族居住区の運営に及ぼされうる損失」に対して金銭を受け取り、それらは北方

少数民族の伝統的生活様式と猟・漁の保護を目的としている。

  「シベリアの力」パイプラインは、ヤクーチアから沿海地方、アジア太平洋諸国

へのガス供給のためのガスプロムと中国の合同プロジェクトだ。建設費は8000億ルー

ブルと見積もられているが、それが１兆ルーブルに拡大する可能性もある。

（DV.land１月18日）

  ◇  在ウラジオ中国総領事が着任  ◇

  中国総領事館がウラジオストクに開設されたのは2016年９月だったが、2016年末

まで総領事不在で活動していた。12月19日になってようやく、中国外交部はヤン・

ウェンビン総領事を任命した。在ウラジオストク中国総領事館の初代総領事は１月

18日、ウラジオストク市役所を初めて公式に訪問した。

  会談にはウラジオストク市のアレクサンドル・ユロフ副市長、アレクセイ・クシ

ニル国際交流・観光局長、ビターリ・エリョメンコ国際儀典課長、さらに在ウラジ

オストク中国総領事館の副領事、館員も出席した。

  昨年まで、ウラジオストクでは在ハバロフスク中国総領事館の分館が活動してい

た。ウラジオストクは今や、完全な総領事館の開設によって、中ロの互恵関係の拡

大発展において一層重要な役割を担い始めた。

  ウラジオストク市のコンスタンチン・ロボダ市長代行はヤン総領事の着任を祝い、

ウラジオストク市は中国と長きにわたる善隣関係を築いており、その関係は今後、

一層ダイナミックで有望なものとなるだろうと述べた。ロボダ市長代行は、1992年

にウラジオストクの最初の姉妹都市となったのが大連市で、2011年には延辺朝鮮族

自治州とウラジオストクの姉妹都市条約が結ばれたことを指摘。このことは、両国

の経済・文化・教育・スポーツの交流の着実な発展の裏付けとなっている。

  ロボダ市長代行は、2017年が両国にとって大規模な協力事業の年になると述べた。

その一つが、ウラジオストク市とハルビン市の姉妹都市条約の締結だ。

  ヤン総領事はこの件について、ハルビン市は自分の生まれた都市であり、宋希斌

市長とは同じ中等学校の卒業生であることを話した。そのため、姉妹都市条約の締

結は総領事にとって特に身近なものである。

  ヤン総領事は自らのウラジオストク、沿海地方との協力発展プログラムの優先事

項について説明した。これは、経済、科学、教育、交通・運輸、観光、人的交流だ。

昨年には、37万人を超える中国人がウラジオストクを観光で訪れたという記録が樹

立されている。（太平洋ロシア１月18日）

  ◇  沿海地方でナマコ養殖業が好調  ◇

  沿海地方の養殖・栽培漁業会社がナマコの生産量を41％拡大した。沿海地方漁業・

水生生物資源局のセルゲイ・ナスタフシェフ局長代行によれば、現在、沿海地方内

で極東のナマコを27社が養殖している。「2016年のナマコの養殖量は1067トンで、

2015年を41％上回った」とナスタフシェフ局長は説明した。

  2017年には、沿海地方の漁業発展国家プログラムの枠内で、沿海地方の養殖・栽

培漁業会社に2160万ルーブルの補助金が支給される。これらの資金は種苗栽培、機

械のリース及び購入に使われる。（太平洋ロシア１月18日）

  ◇  2016年　コズミノ港のESPO原油が140万トン増大  ◇

  コズミノ港からのESPO原油の輸出量が3180万トンとなり、2015年の実績よりも

140万トン増えた。

  2016年のこの石油の主要な買手は中国2220万トン（69.8％）、日本390万トン

（12.3％）、韓国240万トン（7.5％）、さらにマレーシア160万トン（５％）、シ

ンガポール60万トン（1.9％）、タイ（40万トン（1.3％）、アメリカ30万トン（１

％）、フィリピン及びニュージーランド各20万トン（各0.6％）となっている。2009

年の稼働開始以来、トランスネフチ−コズミノ港社は出荷量を倍増させた。2010年

の出荷量が1530万トンだった一方、2016年は3180万トンだった。2017年には、発表

されたコズミノ港経由の石油出荷能力は3130万トンとなっている。2010年以降、ア

ジア太平洋諸国へは計１億5500万トンが輸出された、とトランスネフチ広報室は発

表している。（太平洋ロシア１月18日）

  ◇  極東連邦管区の電気料金の全国平均化には３カ月かかる  ◇

  ロシア極東の電気料金の全国平均化には約３カ月かかり、住民向けの特別料金は

年明けら適用されるだろうと、ユーリー・トルトネフ極東連邦管区大統領全権代表

兼副首相は先日の大統領との会談で述べた。なぜそれほど長い期間を要するのかと

いう大統領の問いに対し、トルトネフ副首相は、メカニズムが非常に複雑なためだ

と答えた。「すべてが需要家に届き、詐欺や問題がいっさい起きないよう、電力供

給機関に補助金を支給しなければならない」とトルトネフ副首相は説明した。

  昨年末、プーチン大統領は、ロシア極東地域の電気料金を国内平均にするための

「電力産業」連邦法の修正を承認した。これは、国内ヨーロッパ部、ウラル、シベ

リアの電気料金を引き上げることで実現されることになっている。３年間で295億

ルーブルになる上乗せ金を徴収するのは「ルスギドロ」だとみられている。暫定的

な計算では、ロシア極東の企業向け料金が到達するベースラインは１キロワット時

当たり3.19ルーブルになる。現在、極東電力会社の事業エリアに入るハバロフスク

地方の企業向けの平均電気料金は１キロワット時当たり3.2〜4.6ルーブル、ヤクー

チアの独立電力系統地域では１キロワット時当たり5.7〜10.5ルーブルとなっている。

  法律で定められているような年明けからの料金引き下げは、行われなかった。サ

ハ共和国（ヤクーチア）のエゴール・ボリソフ首長は１月初旬、「電力産業法の修

正を国家院が可決し、2017年１月１日から施行されるはずだった。ところが、電力

会社の幹部たちには目下、新しい料金規定についての認識がない」と、この件での

失望感を表明した。その結果、首長の指示で、ヤクーチア政府のグループはこの問

題を徹底的に検討するため、モスクワへと出発した。

（ハバロフスク版コメルサント・デイリー１月25日）

　━━　中国東北情報　━━

　

  ◇  瀋陽総合保税区とハツ魚圏、口岸「直通放行」実施  ◇

  １月４日、瀋陽総合保税区遼中管理委員会によれば、同保税区出入国検査検疫局

は大窯湾出入国検査検疫局と「直通放行」（輸入貨物が口岸の代わりに目的地で検

査検疫を受ける通関利便化措置）に関する協力メカニズムを構築し、ハツ魚圏出入

国検査検疫局と通関利便化に関する協力覚書に正式に調印した。これは、ハイリス

クで危険な貨物を除いて、遼寧省の主要沿岸港の輸入貨物が直接、瀋陽総合保税区

遼中エリアに輸送され、保税区で検査検疫を受けることを意味している。

  関係筋によると、検査検疫手続きの簡素化に伴い、国際貿易の関係企業は５〜７

日間の時間と約３分の１の支出を節約できるという。（遼寧日報１月５日）

  ◇  遼陽−満洲里−ロシアのコールドチェーン輸送列車開通  ◇

  2016年12月30日９時、10万キログラムの「寒富リンゴ」を満載した８両のコンテ

ナ列車が遼陽第地嘉物流園区を出発して満洲里に向かった。この10万キログラムの

リンゴを満洲里駅でロシア側の列車に積み分け、ロシア全国で販売する。遼陽発・

満洲里経由の対ロ・コールドチェーン輸送列車の初運行は、遼陽市物流のグレード

アップの序幕となり、国家の「一帯一路」戦略の一環で、「遼蒙欧」物流結節点機

能を向上させる意義ある試みであり、将来的には経済発展を有効に寄与し、地元農

産物の流通の新しいチャンスとなる。

  近年、遼陽の現代農業の発展は著しい。国家現代農業モデル区の建設に伴い、現

在、遼陽市では「７帯２区」という現代農業の発展構造が形成され、2016年だけで

４つのモデル区（帯）と41のモデル園が新しく作られた。

  農産物の生産量は増えたが、販売はどうするか。遼陽市宏偉区曙光鎮孟家房村は

この問題に直面した。2016年、孟家房村の寒富リンゴは総生産量100万キログラム

を超える豊作となったが、15万キログラムのリンゴが売れ残った。遼陽第地嘉倉儲

物流有限公司が瀋陽鉄道局と協力して遼陽−満洲里−ロシアのコールドチェーン物

流列車を開通したことによって、孟家房村が抱えたりんごの在庫問題は解決された。

  今回開通された遼陽−満洲里−ロシアのコールドチェーン物流列車は、遼陽を集

荷拠点としたほか、道路・鉄道一貫輸送、ピギーバック輸送、ドロップ・アンド・

プル輸送などの現代的なコールドチェーン物流の輸送方式を導入したことを通じて、

輸送の効率を大幅に向上させ、物流コストを削減し、貨物の安全・定刻到着を保障

した。遼陽第地嘉倉儲物流有限公司の関係責任者は、「ロシア向けの農産物コール

ドチェーン輸送列車の開通は始めの一歩に過ぎない。今後は、北朝鮮、モンゴル向

けの農産物コールドチェーン輸送ルートを複数設置し、週に2回の頻度で海外に地

元の農産物を輸出し、帰路は海外の農産物を輸入してくる」という相互貿易を促進

する意欲を示した。（遼寧日報１月６日）

  ◇  第４回中ロ博覧会、６月15日にハルビンで開催  ◇

  第４回中国・ロシア博覧会が６月15〜19日、ハルビン国際フォーラム体育センター

で開催されることが決まった。第28回ハルビン商談会も同時開催される。１月５日

に開催された第４回中ロ博覧会中国側準備会議での情報によれば、現在、さまざま

な準備作業が展開されている。

  中ロ両国首脳による第21回定期会議で署名された「第４回中国・ロシア博覧会了

解備忘録」に基づき、今回の中ロ博覧会のテーマは「協力の熱点を活性化させ、イ

ノベーションの発展を推進する」となった。協力の熱点とは、第１に戦略的協力で、

すなわち一帯一路とユーラシア同盟戦略の接続、東北振興とシベリア発展の接続、

自由貿易と経済特区の接続を指す。第２は中小企業で、大企業協力と太宗貿易を推

進し、中小企業が技術革新と産業能力の分業等に参加する協力空間を掘り起こす。

第３は越境電子ビジネスで、生産や消費場面を変化に立脚し、より多くの国とのB2B

など電子ビジネス協力を進める。第４はインテリジェント製造で、VR・AR・ドロー

ン・ロボットなどの技術革新面で高いレベルの協力を展開する。第５は生態・農林

で、農林業の付加価値加工や、産業チェーンを一体とした協力を進める。イノベー

ションの発展とは、フォーラム、展示、会議などを通じて、貿易・生産・消費・通

関・イノベーション等で多国間協力を推進し、深いレベルでの転換を目指す。

  現在の計画では、第４回中ロ博覧会の展示面積は8.6万平方メートル、３つの室

内展示室と１つの室外展示ゾーンを含み、展示内容にしたがって「３つの展示館と

10の展示ゾーン」に区分される。（黒龍江日報１月６日）

  ◇  エレンホト鉄道口岸、越境輸送量が過去最高に  ◇

  関係筋によれば、2016年、エレンホト鉄道口岸の輸入出貨物量が898.54万トンに

達し、口岸の過去60年間の最高記録を更新したほか、鉄鉱石、粉銅鉱、木材、パル

プの輸入量がそれぞれ前年比32％、11.7％、21.19％、６％増加した。

（内モンゴル日報１月６日）

  ◇  瀋陽市、海・陸・空の３大結節点の創造に努力  ◇

  瀋陽市都市農村建設委員会によれば、地域の一体化を推進し、都市の発展空間を

最適化し、産業転換・都市転換・社会転換を推進し、都市の総合的な実力を全面的

に向上させるために、瀋陽市は区域・市域・県域の３レベルから全力で都市建設の

一体化を推進し、国際的なビジネス環境を創造し、産業・都市・社会転換の推進を

強力に支援する。

  区域連携を推進し、３大ルートを打ち建てる。「一帯一路」と北東アジアをつな

ぐ国際ルート、京津冀（北京・天津・河北）と東北都市群をつなぐ広域ルート、瀋

陽経済区に波及する都市間ルートの開通だ。同時に、空港を拡充し、海へのルート

を建設し、陸路交通を強化することを通じて、陸・海・空の３大結節点を建設し、

瀋陽を中心都市として周囲への波及能力を向上させる。このため、瀋陽市は京瀋高

速鉄道の建設を加速し、桃仙空港の第２滑走路の初期工事を推進し、鉄嶺−瀋陽−

営口都市間鉄道の海へのルートの建設を進め、瀋陽−営口の陸海複合一貫輸送シス

テムを整備し、西部から海に出る鉄道の二期にわたる主要工事を完成させ、瀋康高

速連結線の工事を開始している。

  「瀋陽振興発展戦略規画」に基づき、瀋陽は将来的に「２ステップ」振興発展の

目標を通じ、第１ステップとして2020年までに東北振興発展の実現をリードする中

心都市となり、第２ステップとして2030年までに北東アジアの重要な国際中心都市

になる。（遼寧日報１月18日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  韓国の技術でゲル地区に発電所を  ◇

  韓国がウランバートル市のソンギノハイルハン地区長に発電所建設を提案した。

これを受けて、韓国のGeoグループが出力200メガワットの火力発電所建設プロジェ

クトを提出した。この発電所の特徴は、石炭の代わりに重油を使う環境に優しいエ

コ火力発電所だということだ。さらに、このプロジェクトの発起人は、発電される

電力を首都のゲル地区の需要家に優遇条件で供給する方針だ。発電所は「現代」社

の技術を使って韓国側の主導で建設される。着工は2017年３月、工期は12カ月となっ

ている。

  このエコ発電所が運転を開始すれば、ソンギノハイルハン地区の電力供給事情が

改善され、住民は日常生活で家電製品を使うことができると期待されている。

（MONTSAME１月16日）

  ◇  バイカル湖支流での発電所建設が延期に  ◇

  ロシアのセルゲイ・ドンスコイ天然資源・環境大臣は、年明け第１週目にブリヤー

トのタンホイ村で開かれた会合で、バイカル湖に流れ込む大支流、セレンガ川での

水力発電所建設をモンゴルが延期したことを明言した。

  大臣は、直近の政府間委員会の会合で、モンゴルにおける水力発電所建設とバイ

カル湖への悪影響を調査する合同独立グループを設置することが決まったと説明。

調査結果は次の会合で発表されることになっている。

  「セレンガ川とオルホン川での水力発電所建設がバイカル湖の生態系に悪影響を

及ぼすことを専門家が証明すれば、世界銀行はプロジェクトへ資金を提供しないだ

けでなく、これに倣うよう他の金融機関に呼びかけるだろう。モンゴル政府にとっ

てこのことは、非常に重要だ。なぜなら、自費では建設資金が足りないからだ」と、

国際環境連合団体「国境のない川」のロシア側コーディネーター、アレクサンドル・

コロトフ氏は指摘する。

  すでに報道されているように、ロシアの環境活動家は、水力発電所の建設はバイ

カル湖に悪影響を及ぼすと考えており、イルクーツクの一部の研究者は、「発電所

の建設はセレンガ川流域の動植物の生態にも影響を及ぼす」と話している。ユネス

コもロシア側に賛同している。しかし、モンゴル側は悪影響には一切目を向けず、

水力発電所は電力不足とロシアに対する電力依存からモンゴルを救うと表明してい

る。（太平洋ロシア１月17日）

  ◇  新しい畜産家団体が発足  ◇

  モンゴルで新しい畜産家の団体「モンゴル畜産家連帯同盟」が発足し、その幹部

らが17日、国内の畜産家の喫緊の問題について記者会見を開いた。同団体のガンバー

トル会長によれば、モンゴルの畜産家は、モンゴルの存在の基本である遊牧文化を

保護、振興し、今日の課題と問題を協力して克服し、住環境を改善するために団結

した。

  同団体は、畜産家が直面する喫緊の問題の解決を活動の目的としている。特に、

放牧地と環境の連帯保護活動、家畜の品質及び品種の改良を目的とした畜産家の協

力、文化・伝統の保存・継承活動が計画されている。（MONTSAME１月18日）

  ◇  日本の経験が道路工事に活かされる  ◇

  ウランバートル市道路整備局は23日、「工事監督と道路メンテナンスのエンジニ

アのためのハンドブック」を出版した。この参考書はJICAの「寒冷地における都市

開発技術改善事業」の枠内で作成された。ハンドブックは、道路工事準備作業、用

益設備・通信・土台工事、排水システム、舗装と道路標示などの章から成る。さら

に、点検・整備のやり方が説明されている。

  今年、下請け会社はこの新しい参考書に沿って道路工事を行うので、道路改修作

業時の問題の発生を防ぐことができると期待されている。（MONTSAME１月24日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  青森−ソウル線　16年利用率、過去最高74.6％  ◇

  大韓航空青森−ソウル（仁川）線の2016年の年間利用率が74.6％となり、1995年

の就航以来最高となった。訪日ブームの拡大や円安傾向が後押しとなり、主に韓国

からの利用者が増えた。

  一方、県は仁川国際空港を運営する仁川国際空港公社と「青森・ソウル線の利用

促進に関する業務協約」を締結。同空港の乗り継ぎの利便性を高め、ソウル線の一

層の利用拡大を目指す。県交通政策課によると、仁川国際空港恋禹社との業務協約

締結は、日本の自治体では初めて。（東奥日報１月７日）

  ◇  16年の酒田港　コンテナ取扱量、最高へ（山形）  ◇

  本県唯一の重要港湾・酒田港の2016年のコンテナ貨物取扱量が、過去最高だった

15年の２万2028個（20フィートコンテナ換算）を上回る見込みとなっている。15年

は初めて２万個を突破したが、16年は10月末の速報値で２万48個に上り、15年同期

より12％多い。今年８月には県内初の外国籍クルーズ船の寄港も決まっており、コ

ンテナ船、クルーズ船双方の受け入れ機能拡充に向け、整備が進んでいる。

  16年はほぼ通年で週７便運航と増加した国際定期コンテナ船の２隻同時着岸を実

現するため、国は高砂ふ頭岸壁延伸を予算化し、現在、設計準備中。クルーズ船の

受け入れでは、古湊ふ頭で、大型船に対応可能な係船柱や接岸時の衝撃を和らげる

防舷材の整備工事を進める。（山形新聞１月10日）

  ◇  「ナホトカ」船首の記憶　福井でオブジェ企画展  ◇

  1997年１月に福井県三国町（現坂井市）沖で座礁し、重油流出事故を起こしたロ

シア船籍のタンカー「ナホトカ号」の船首部分を使った企画展が10日、福井市の

「アートハウスギャラリー」で開幕する。巨大なオブジェに浮き出たさびが、20年

の月日を物語っている。４月10日まで。

  屋外に設置されたオブジェと彫刻計９点は中国・上海の現代美術作家、胡項城さ

んの作品「ナホトカ」。ギャラリーを経営する髭分真二さんは「大参事だったが、

海をきれいにしたいと多くの人が願い、行動した。そのことを忘れないでほしい」

と語る。７日で事故から20年の節目を迎えた。（福井新聞１月10日）

  ◇  日通、モスクワへ貨物サービス　新潟、直江津港などから  ◇

  日本通運（東京）は10日、新潟と直江津の両港を含む国内38港からシベリア鉄道

を利用してロシアの首都モスクワへ貨物を送る輸送サービスを開始した。モスクワ

付近の港まで船で送る従来の輸送ルートより、半月から１カ月ほど早く届けられる。

  新サービスでは、本県の港からコンテナ船定期航路に貨物を載せ、韓国・釜山港

を経てロシア・ウラジオストク港で荷揚げした後、シベリア鉄道でモスクワまで輸

送する。鉄道は舟よりも早いため、輸送日数は27〜30日に短縮できる。新潟港から

週４便、直江津港からは週２便を予定している。（新潟日報１月11日）

  ◇  金沢港クルーズ船拠点整備促進　知事、国交省要望手応え  ◇

  谷本正憲知事は10日、国土交通省を訪れ、県がクルーズ船の拠点校としての機能

強化を目指す金沢港の整備促進を石井啓一国交相に要望した。谷本知事は要望後の

取材に「大変いい反応だった」と話し、国交省と連携して2017年度に予定する県の

整備計画の策定を急ぐ考えを示した。

  谷本知事は、国が16年度に着手した無量寺岸壁の水深10メートル化工事に加え、

恒久的な税関・出入国管理・検疫（CIQ）や待合施設の設置、港内道路の整備など

の例を挙げて支援を求めた。県は20年の東京五輪や金沢港開港50周年を見据えたク

ルーズ船の定着に向け、19年末までに金沢港の整備を完了させる方針。

（北陸中日新聞１月11日）

  ◇  地域再生、河和田に学べ　韓国TVスタッフ、鯖江取材（福井）  ◇

  鯖江市河和田地区のまちづくりを韓国で紹介しようと、同国のドキュメンタリー

番組スタッフが取材に取り組んでいる。番組は今月下旬に全国放送される予定で、

まちづくりに取り組む住民たちや地域に根付く伝統産業などを取り上げ、河和田の

元気の源に迫る内容に仕上げる。

  韓国では首都圏への人口流出によって地方の村が疲弊しており、番組では地域再

生に焦点を当て、３つの地域を紹介。うち２つは韓国内で、日本で取り上げるのは

河和田地区のみ。日本の地域再生モデルを紹介する本「福井モデル 未来は地方か

ら始まる」の韓国語版で鯖江市の市民協働のまちづくりを知り、取材先に選んだ。

（福井新聞１月12日）

  ◇  酒田港“日本一”に　地域活性化貢献を評価（山形）  ◇

  酒田市の酒田港が、地域活性化への寄与など最も優れた港湾を顕彰する日本港湾

協会の「ポート・オブ・ザ・イヤー2016」に輝いた。同協会が13日に発行した情報

誌「港湾」で発表した。県内初の受賞。官民一体となったセールス活動による外国

籍クルーズ船の寄港（８月）決定やコンテナ貨物取扱量の急増、市民主導の催しに

よるにぎわい創出など、多方面にわたる取り組みが評価された。

  同賞の受賞は東北で岩手県大船渡港、秋田県船川港に続き３港目。酒田港は11年

に東日本大震災被災地の代替港の機能を果たしたとして「特別賞」を受けている。

（山形新聞１月14日付より）

  ◇  中国・天津−青森　定期チャーター便就航  ◇

  中国の航空会社「奥凱（オーケー）航空」（本社北京市）が運航する、天津（中

国）−青森間の定期チャーター便が16日、就航した。第１便には、本県と北海道を

周遊する中国人ツアー客ら167人が乗り、青森空港に降り立った。県によると、３

月までの運行期間中、約4300人（13日現在）の中国人が本県を訪れる見込みという。

外国人の取り込みや中国内での本県の認知度向上に加え、定期便化への足掛かりと

しても期待が掛かる。

  定期チャーター便を利用したツアーは６〜８日間の４種類あり、いずれも本県と

北海道を巡る。２月中旬までは主に６日間（県内１泊）と８日間（同２泊）のツアー

を実施。２月中旬以降は県内に３泊する８日間ツアーも行われる。

（東奥日報１月17日）

  ◇  元留学生ら10人　新大、リエゾン教授を任命（新潟）  ◇

  新潟大は16日、新大に留学経験のある中国など６カ国の大学教員ら計10人を、学

生同士の国際交流や共同研究に取り組む際の調整役となる「リエゾン教授」に初め

て任命した。大学間の国際的なネットワークづくりを進めるとともに、各国で新大

の研究成果などをアピールする狙いだ。

  任命されたのは中国のほか、ロシア、タイ、インド、スリランカ、トルコの出身

者で、新大で学位を取得した元留学生ら。母国の大学、研究機関に勤め、これまで

も交換留学生の受け入れなどに携わってきた人たちという。高橋姿学長が来日した

８人に任命書を手渡した。（新潟日報１月17日）

  ◇  米沢で日韓有機EL照明交流　LGなど参加、情報交換（山形）  ◇

  有機EL照明に関する日韓の産学官交流会が17日、米沢市の山形大有機エレクトロ

ニクスイノベーションセンターで開かれた。大手のLGをはじめ韓国の３社と業界団

体の関係者９人を招き、同大と米沢市内の企業、県、市の担当者が世界市場や技術

開発の動向について情報交換した。

  参加各社が事業計画などを紹介。米沢市からはパネルと器具メーカー計４社が参

加した。交流会は業界団体の韓国光産業振興会から山大に提案があり、実現。参加

者は同大の研究成果の実証施設「スマート未来ハウス」の視察なども行った。

（山形新聞１月18日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　小倉貴子

　　　『都の伝統と変化一望』（新潟日報 1月16日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇◇　２月14日、15日に

　　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

　　○会　期　2017年2月14日（火）〜15日（水）

　　○会　場　朱鷺メッセ2階スノーホール（新潟市中央区）

　　○主　催　新潟県、新潟市、ERINA

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/activities/seminars/nice/2017nice/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　◇◇　『ERINA BUSINESS NEWS』 No. 119を発行しました。

　詳しくは⇒http://www.erina.or.jp/publications/bn/bn-2017/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　

　◇◇　『ERINA Discussion Paper』 No. 1701eを発行しました。

　　Georgy SAFONOV and Sh. Enkhbayar

　　"Low-Carbon Growth in Northeast Asian Economies:Mirage or Reality?"

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/activities/research/discussion_paper/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５

　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に

　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して

　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞

　　

　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス

　　です。

　　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.303(20170127)
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　◎　対岸ビジネス情報

□　ERINAインフォメーション　□

　◎　２月14日、15日に

　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

　◎　1月17日（火）に平成28年度第4回賛助会セミナーを開催します。

  ◎　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

      　　（西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　◎　『ERINA北東アジア研究叢書5』を発刊しました。

　◎　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。

　◎　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。

　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内・・

----------------------------------------------------------------------------

　明けましておめでとうございます。2017年最初の「北東アジアウォッチ」、日ロ

間に劣らず活発な中ロ間の経済情勢など、さまざまな情報をお届けします。今年も

よろしくお願いします。２月14、15日の「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）

イン新潟」へのご参加もよろしくお願いします。（編集長）

----------------------------------------------------------------------------

━━━　NEAヘッドライン　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　

　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  下院は外国人の１ヘクタールの取得を禁止  ◇

　国家院（下院）は第２・第３読会で、外国人にロシア極東の「１ヘクタール」の

所有を禁じる法律を可決した。法律の修正によって非良心的土地所有者からの森林

保護も強化される。極東連邦管区で土地１ヘクタールを国民に無償で提供する法律

は2014年４月に採択された。

  今回可決された修正に従い、森林地帯の土地区画を提供できるのは、森林法に従っ

てこの種の土地の提供の権限を持っている国家機関に限られる。地方自治体にこの

権利はない。さらに、法人または個人事業主が指定通りに利用する猟区内の土地は、

無償利用には提供されない。

  そのほか、外国人および国籍のない個人による土地の所有、運営、利用は許可さ

れなくなる。これらの土地はロシア国民向けに限られる。ロシア国内の国籍失効の

際、土地は取得者から没収される。（ロシースカヤ・ガゼータ12月21日）

  ◇  アムール州で中ロ間の橋梁が着工  ◇

　ブラゴベシチェンスク（ロシア）〜黒河（中国）間アムール川横断橋の盛大な着

工式が12月24日に両国の代表者の出席のもとアムール州で行われた。

  「長さ１キロ以上、進入路だけでも11キロあるこの重要な施設を３年で建設する

という責任ある任務を、建設業者は負っている。我々はこの期限に違反がないよう、

最大限に努力する。この橋がやっと、アムール州の州都と中国の黒河市の立地する

２つの岸を結ぶ。これにより、アムール州と黒龍江省のより一層ダイナミックな発

展が可能となるだろう」とアムール州のアレクサンドル・コズロフ知事が記者団に

述べた。

  「ロシアと中国の下請け業者が緊密に連携し、技術要件の厳重遵守という原則を

堅持するよう期待している」と黒龍江省の陸昊省長は式典で述べた。

  既に報じられたように、ブラゴベシチェンスク〜黒河間中ロ橋梁プロジェクトは

11月に国家鑑定に提出された。これまでに、ロシアと中国でのプロジェクト実施に

係るすべての国内手続きが完了している。

  橋の建設は３段階で行われる。第１段階では橋本体、第２段階では進入路が建設

される。中ロ双方の料金所の建設が最終段階となる。３月半ば、対等の原則でブラ

ゴベシチェンスク〜黒河橋梁建設のための中ロ有限責任会社が設立された。この会

社の支店がロシア側の事業主体となっている。ロシア側の費用は136億ルーブル、

中国側は52億ルーブルとなっている。橋梁建設は３年程を要する。

  設計者は（株）ギプロストロイモストで、同社はこれまでにアムール州ゼヤ川橋

梁の設計に参加している。コンッセッション契約書はこの６月に中国で署名された。

中国とロシアは20年間、アムール川横断橋梁の建設を協議してきた。

（インターファクス12月24日インターファクス）

  ◇  極東開発省は日ロの先行経済発展区の形成を検討  ◇

　ロシアはロシア極東での合同の先行経済発展区（TOR）の形成を日本に提案する

ことにしている。アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣は記者団にこのように述

べた。

  日本の国際協力銀行（JBIC）と極東投資誘致・輸出支援エージェンシーが先日、

ロシア極東への日本ビジネスの誘致のためのプロジェクト開発促進会社を４月１日

までに設立することで合意した。同社には双方が500万ドルずつ出資する。

  「この活動を継続する案の一つになりうるのが、日ロTORの形成だ。この際、日

本の事業主体が具体的なTORの運営に加わることになる」とガルシカ大臣は述べた。

先行経済発展区法では、このような可能性が見込まれ、外国企業もTOR運営会社の

設立者に加わることができる。この際、資産の51％以上を極東開発公社が保有する。

「我々は日本側と日ロTORの形成の可能性を検討する用意がある」と大臣は述べた。

（DV.land 12月28日）

  ◇  メドベージェフ首相が14番目のTOR形成の決定書に署名  ◇

　メドベージェフ大統領はサハ共和国（ヤクーチア）ネリュングリ地区での「ユジ

ナヤ・ヤクーチア」先行経済発展区（TOR）の形成に関する決定書に署名した。

  「私はたった今、新たな『ユジナヤ・ヤクーチア』TORの設置に関する決定書に

署名した」と首相は副首相らとの会合で述べた。メドベージェフ首相は、新しい

TORはヤクーチアへの莫大な投資の呼び込みを可能にし、７件のプロジェクトを始

動させるとコメントした。

  「ユジノ・ヤクーチア」TORでは鉱物資源の採掘、輸送手段や石油・化学製品、

ゴム製品、プラスチック製品の製造、電力及びガスの供給が行われる。TORは石炭

採掘のコルマル社（採鉱選鉱コンビナート「イグナリンスキー」及び「デニソフス

キー」）を基盤としている。ヤクーチアのエゴール・ボルソフ首長の過去の発言に

よると、ロシアの石炭採掘大手シベリア石炭エネルギー会社（SUEK）や日本の丸紅、

メチェル社の子会社のエリガウゴル、チミル社（エブラズ・グループ）も入居しう

る。

  ネリュングリ地区では近年、人口の流出が続いていた。転出の主な理由は失業だっ

た。同地区で2018年末までに2700人分の新規雇用創出が期待されている。

（DV.land 12月29日）

  ◇  極東発展に関する中ロ政府委員会のロシア側議長はトルトネフ副首相に  ◇

  ロシア極東と中国東北部の協力・発展に関する中ロ政府間委員会のロシア側議長

としてユーリー・トルトネフ副首相が承認されたことが、31日、法律情報の公式ポー

タルサイトで伝えられている。

  「我々の目標は、新たに設置された中ロ政府間委員会の活動等によって、今後直

近の２年間に中国からロシア極東への投資の流入を160億ドルに拡大することだ」

というアレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣の談話が同省のプレスリリースに掲

載されている。

  極東開発省広報室が既に発表したように、同委員会はロシアの極東連邦管区、バ

イカル地域、中国の黒龍江省、遼寧省、吉林省、内モンゴル自治区の域内での中ロ

協力プロジェクトの実施問題を担当する。プレスリリースのガルシカ大臣の談話に

よれば、現在、ロシア極東では中国の投資（総額で約30億ドル）による23件のプロ

ジェクトが実施中だ。（インターファクス12月31日）

  ◇  プーチン大統領が対北朝鮮規制策に関する命令に署名  ◇

  プーチン大統領は、北朝鮮による核・ミサイル実験を受けて採択された国連安全

保障理事会の同国への制裁決議の履行方策に関する大統領令に署名した。同文書は

法律情報の公式ポータルサイトに掲載された。

  この大統領令は、ロシアが対北朝鮮決議にしたがって導入する規制リストを含ん

でいる。それらは、特に、石炭・鉄・金・燃料、北朝鮮の核計画の推進に利用され

かねない資材・技術の売買や航空機及び船舶のチャーター等、北朝鮮国民及び法人

との一連の取引を対象にしている。また、ロシア国内の金融資産、ロシア国内での

北朝鮮の銀行の支社・支店の開設も規制対象となっている。

  この大統領令によって、ロシアから北朝鮮への持ち出しが禁止される贅沢品のリ

ストも承認された。そのなかには、高級時計、ヨットや水上レジャー設備、スノー

モービル、クリスタル製品、ビリヤード用品、体育・スポーツ用品、プールが含ま

れていると、タス通信は報じている。（太平洋ロシア１月３日）

  ◇  ザバイカル地方とブリヤートにもロ極東と同様の国家支援を  ◇

  極東国境地域発展コンセプトの効力範囲がザバイカル地方とブリヤートに拡大さ

れた。これに関するメドベージェフ首相の命令書が政府のウェブサイトに掲載され

た。

  しかし、この方策は追加の資金提供を前提としていない。2017〜2019年の資金総

額は510億ルーブルになる。

  国境地域はバイカル地域の総面積の26％を占めている。そこには36万8300人（人

口の17％）が居住している。今回の命令書には、この地域の厳しい社会経済状態が

記されている。「地域経済はもっぱら脆弱で、助成を必要とする」。バイカル地域

の国境沿いの市町村が自主財源で支出を賄う比率は平均66.5％（極東連邦管区の平

均は92％）。住宅・公共施設の老朽化度は83％（極東連邦管区70％）。中小規模ビ

ジネスの発展が弱く、その貢献度はブリヤートで1.5％、ザバイカル地方で1.8％

（極東連邦管区で９％、全ロシア平均で21％）となっている。

  自然成長率は人口の流出を埋められず、毎年3000〜4000人がこの地を出て行って

いる。寿命は全国平均よりも2.2〜9.4歳短い。さらに、複数の国境ポイントではモ

バイル通信がほぼ全域でできない。現地住民は中国、モンゴルの事業者のサービス

を利用せざるを得ない。

  ユーリー・トルトネフ副首相兼極東連邦管区大統領全権代表はこれまでに、バイ

カル地域の十分な発展のためには、極東発展基金を25％増資する必要があると指摘

していた。ザバイカル地方議会のドミトリー・リハノフ議長は、「我々はロシア極

東で実施されているプログラムを羨ましく眺めてきたが、これからは、それらの効

力範囲がザバイカル地方の国境地域に拡大されることによって、人口流出に歯止め

がかかることを期待している。国境沿いの人口減少は、深刻な問題だからだ」とタ

ス通信に語った。（DV.land １月９日）

　━━　中国東北情報　━━

　

  ◇  通化（内陸）港、正式に運営開始  ◇

  12月20日午前８時、冷凍トウモロコシなど吉林省特産の農作物を満載した30両の

コンテナ列車が通化（内陸）港を迅速に通関し、遼寧省丹東港に向かった。これに

より、吉林省の南方開放戦略が実施されてから、吉林省通化国際内陸港務区におけ

る通化港の134日にわたる建設を経て、正式に通関の運営が開始された。

  通化の南方への窓口を支援し、長吉図戦略を東に開放するとともに南方の環渤海

に開放するように推進することは、吉林省共産党委員会と省政府が東北地域におけ

る連動的な振興に着目し、国家の「一帯一路」戦略に主体的に組み込まれようとす

る重大な政策決定だ。吉林通化国際内陸港務区は４月から７月にかけて建設計画が

承認され、８月から全面的に工事を開始した。通化市は「港を借りて海に出る」と

から「港を建設して海に出る」ようになり、「通化速度」により吉林省の南方開放

の新しい窓口をつくった。

  通関の運営開始当日、通関の第１票を取得した通化奥禾食品有限公司の于世龍社

長によれば、「今回は24トンの貨物を輸送する。輸送時間を２日から３日節約し、

１コンテナ当たりのコストを約1000元、１年で10万元あまりを節約できる」という。

さらに、これまでは税関での申告だけでなく、検査検疫所での検査、さらに港での

積荷業務など、時間と労力がかかったが、現在は内陸港ですべての輸出入業務を終

了させることができ、便利で速くなったと話した。（吉林日報12月20日）

  ◇  春秋航空がハルビン−東京直行便就航へ  ◇

  春秋航空は記者会見で、春秋航空日本（株）がハルビンから成田空港への直行便

を2017年の春節期間中に開設すると発表した。ハルビン−東京線の就航に伴い、春

秋航空日本はハルビン空港に定期便を就航する初の日系航空会社となり、黒龍江省

と日本を結ぶ国際線は５本に達する。

  関係筋によると、春秋航空日本は2017年１月29日（旧正月２日目）に成田空港か

らハルビン空港に直行便を開設する。１月29日から毎週火・木・金・日の週４便が

運航される。ハルビン−東京線はB737-800型機を使用し、座席数は189席。IJ1051

便が12時55分に成田空港を出発、14時55分にハルビンに到着、IJ1052便が15時55分

にハルビンを離陸、19時45分に成田空港に着陸する。（黒龍江日報12月28日）

  ◇  ハルビン−綏芬河−ウラジオストク−釜山、30列車が安定運行  ◇

　綏芬河市によれば、ハルビン−綏芬河−ウラジオストク−釜山間のコンテナ複合

一貫輸送列車は12月28日までに合計30列車、3062TEU、金額ベースで2.76億元、重

量ベースで4.59万トンに達した

  「一帯一路」と「龍江シルクロード帯」の戦略を確実に実行し、ハルビン−ロシ

ア−欧州列車と結び、ユーラシアとつなげる重要な輸送回廊として、ハルビン−綏

芬河−ウラジオストク−釜山のコンテナ複合一貫輸送列車は2015年８月５日に初め

て運行され、144のコンテナがハルビンを出発し、綏芬河、ロシア・ウラジオスト

ク港を経て韓国・釜山に輸送された。2016年３月30日には、この列車運行が通常化

し、毎月１便から毎週運行となり、さらに「五定列車」として「定地点」「定時」

「固定ダイヤ」「固定運賃」「固定ルート」の輸送方式を通じて、市場競争力を高

めてきた。さらに、綏芬河市および「哈牡綏東（ハルビン−牡丹江−綏芬河−東寧）」

産業帯への関連産業の集中を促進し、黒龍江省の対ロ経済・貿易協力の深化を進め、

対ロ貿易額を増加させることにより、黒龍江省全体の北東アジアへの開放窓口を切

り開いた。

  12月16日、国家税関総署は2016年第28号として「黒龍江省内貿易貨物越境輸送港

を増加させることに関する公告」を公布し、上海港・寧波港・黄埔港・泉州港・汕

頭港・洋浦港・天津港・大連港の８口岸に加え、新たに南沙港・鹽田港・蛇口港・

福州港・湛江港・アモイ港・太倉港を越境輸送入国口岸とし、黒龍江省の貿易貨物

の越境輸送口岸は15港に増えた。綏芬河市は内陸都市から対外開放の最前線に様変

わりしつつある。（黒龍江日報12月30日）

  ◇  ジャラントン市でジンギスカン空港開港  ◇

  12月28日16時10分、華夏航空が運航するフフホト発CRJ900型旅客機がジャラント

ンのジンギスカン空港に着陸した。これで、内モンゴル自治区内14カ所目の地方空

港が正式に開港した。ジャラントン市民が抱いている「空を飛ぶ」夢は現実になっ

た。

  ジンギスカン空港の飛行場基準は「4C」クラスに指定され、長さ2500メートル、

幅45メートルの滑走路も新設された。空港ターミナルビルは旅客延べ28万人、貨物

1400トンの輸送需要を満たせる。今後は北京線、ハルビン線も開通する予定だ。

（内モンゴル日報12月30日）

  ◇  瀋陽で東北初の「口頭申告」での個人商工業者許可証発行  ◇

　瀋陽市が個人経営者の国際化の再加速を打ち出している。瀋陽市皇姑区市場監督

管理局華山所は１月３日、東北地域で初めて個人商工業者向けの「口頭で申告し、

その場で取得」できる営業許可証を発行した。

  曾雅萍は身分証と建物使用証明を持参するだけで、わずか７、８分で家屋・家政

サービス部を開業する営業許可証を取得し、「こんなに速いとは思いもよりません

でした。窓口の担当者が関係情報を登録した後、間違いがないか確認して署名する

だけで終わりました」と語った。

  １月１日から、瀋陽では個人商工業者と独資企業向けに「口頭で申告し、その場

で取得」できる簡易な手続きを実施した。瀋陽市工商局の登録指導部の責任者によ

れば、申請者が許可証を申請すると同時に、関係情報も同時に国家の企業信用情報

公示システムに組み入れられる。管理・監督部門のバックデータと情報を共有して

実施されることとなり、人々が心配する「いったん許可したら乱れにつながる」状

況は発生しないないだろう。（遼寧日報１月４日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  モンゴル国外相「今後、ダライ・ラマ氏のモンゴル訪問はない」  ◇

　モンゴルのムンフオルギル外相が20日、モンゴルは今後ダライ・ラマ氏を訪問さ

せないと発表したことを新華社が報じている。

  ダライ・ラマ氏のモンゴル訪問は今後、たとえそれが全く宗教的なものであろう

と、政府によって承認されないだろうとムンフオルギル外相がコメントしたことを

モンゴルの有力紙「ウヌドル」が報じている。

  新華社は、「チベットの中国からの独立を願い、その目的のために宗教を隠れ蓑

にしているダライ・ラマ氏が11月18〜23日にモンゴルを訪問した」と書いている。

新華社によれば、ムンフオルギル外相は、ダライ・ラマ氏訪問が中モ関係に及ぼす

ネガティブな影響について遺憾の意を表明した。

  中国はダライ・ラマ氏のモンゴル訪問を痛烈に批判していた。中国の耿爽報道官

は11月末、ダライ・ラマ氏グループの分離主義的性格を認め、中国の利益を尊重し、

中モ関係の発展の阻害を回避すべく、ダライ・ラマ氏の訪問の否定的結果を排除す

る効果的方策を講じるよう、中国側がモンゴル側に求めたことを発表していた。

（Asia Russia Daily 12月21日）

  ◇  経産省のグループが日モEPAの効果を調査  ◇

　日本国経済産業省のエキスパートチームが20日、モンゴルでの作業を終えた。彼

らのモンゴル出張は2016年10月に始まった。彼らのウランバートルでの主要任務は、

2015年２月のモンゴル国首相の訪日の際に署名された経済連携協定（EPA）の枠内

での二国間貿易高の拡大を調査することだった。

  モンゴルでの２カ月の活動期間中、日本人専門家らはモンゴルから日本への輸出

品の量的拡大に直接影響を及ぼす優先的協力分野を特定し、製造業とテクノロジー

の分野での二国間連携の拡大方法を検討した。

  2016年６月７日に発効したEPAに従い、モンゴル製品5700品目と日本製品約9300

品目が直接的、段階的に関税を撤廃された。その結果、原産地証明のついた製品を

特別な関税率で輸出するという、両国の実業家にとって好適な環境が整った。

（MONTSAME 12月21日）

  ◇  営業開始に向けて新UB国際空港の準備進む  ◇

  昨年12月21〜28日、民間航空局長の命令で組織された104名編成の技術委員会が

新ウランバートル国際空港で作業した。技術委員会は日本側が建設したエアターミ

ナルビル複合施設、管制センター、暖房プラント、下水処理場等23余りの施設を審

査した。技術委員会は査察の過程で、1164件の違反を見つけ、現在はそのうち240

件が事業者によって是正済みだ。

  技術委員会の査察後、１月２日から11日まで、ツォグトゲレル道路運輸副大臣の

主導する国家委員会が新空港で作業する。委員会には57名の専門家が含まれている。

その後、国家委員会の評価と結論が政府の検討を受ける。

  ウランバートル国際空港は首都から40キロ離れている。面積1200ヘクタール余り

の新空港は、長距離ジャンボジェット機を受け入れることができる。旅客ターミナ

ルの面積は３万7000平方メートルで、年間乗降客数は300万〜500万人。プロジェク

トは２本の滑走路を見込んでいる。

  新国際空港のG.バト・ゼネラルマネージャーによれば、空港には６つの搭乗口が

あり、そのうちの一つは国内線の搭乗口だという。空港プロジェクトの総額は656

億円となっている。（MONTSAME １月３日）

  ◇  原油輸出用の中モ国境検問所が閉鎖に  ◇

  外務省は、バヤンホシュー国境検問所（ドルノド県ハルフゴル郡）が2017年１月

１日より閉鎖されたことを伝えた。ペトロチャイナ・ダーチン・タムサグ社の石油

の輸送はこの検問所経由で行われている。

  バヤンホシュー国境検問所は当初、２月、５月、８月、11月のみの営業で、2004

年の中モ国境協定の枠内で2008年からは不定期営業となっていた。さらに中モ交換

公文の結果、２年前からは常時、営業している。

  「モンゴル国外務省は2016年11月末、常時営業かあるいは特別営業体制に移行す

るかの問題を調整するよう中国側に提案した。回答はまだない。中国側は年明けか

らこの検問所を閉鎖したが、この問題を政治問題化するには及ばない」と外務省の

ガンボルド国境課長はコメントした。

  中モ国境では計13の検問所が営業しており、このうち７つは常時営業、残り６つ

は季節営業となっている。（Mongolia Now １月５日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  小川原湖のシラウオ発輸出　漁協が貿易保険活用（青森）  ◇

  小川原湖漁協（東北町）は今月、同湖で水揚げしたシラウオの冷凍品約50キロを

香港の中華料理店に輸出した。小川原湖の水産物が海外に輸出されるのは初めて。

商社を通さない直接取引であることから、漁協としては全国で初めて日本貿易保険

（NEXI）の保険も活用した。県は「県内の小規模な企業や団体が、県産品を直接海

外の業者に輸出できるモデルケースになるのでは」と期待を寄せている。

  同漁協などによると、輸出先は横浜中華街の老舗「聘珍樓」の香港の現地法人。

今年８月に香港で開かれた総合食品見本市などを通して、Ａプレミアムを構築した

県とヤマト運輸が両者を仲介した。（東奥日報12月20日）

  ◇  金沢、７カ国語で発信　３月からフェイスブック運用  ◇

  金沢市は来年３月から７カ国語によるフェイスブックの運用を始める。世界に向

けて金沢の情報を発信するのが狙い。国際交流員ら７人でつくる情報発信チーム

「虹の会」の初会合が19日、市役所であった。

  チームには５カ国の国際交流員のほか、台湾の市誘客コーディネーター・鍾雨欣

さんと、イタリアの旅行社に勤めるロゼッティ・ガブリエレさんが参加。国際交流

員は金沢の旬の情報をそれぞれの言語で発信し、鍾さんらはピックアップした話題

を自身のフェイスブックで発信する。（北陸中日新聞12月20日）

  ◇  「まちおこし」魂、中国に　瀋陽でバラゼミ畑中さん講演（青森）  ◇

  十和田バラゼミナール（バラゼミ）の畑中宏之舌校長（ぜっこうちょう）とメン

バーら４人が20日、中国・瀋陽市を訪問した。畑中さんは現地の遼寧大学で「まち

おこし」をテーマに講演し、十和田バラ焼きをツールとした取り組みを紹介した。

  一行を招いたのは在瀋陽日本国総領事館。同領事館は、中国の地方都市にはない

「ご当地グルメ」と「まちおこし」という理念を広げ、中国の発展や日中関係の強

化につなげようと、ご当地グルメでまちおこしの祭典「B-1グランプリ」でゴール

ドグランプリに輝いた経験のあるバラゼミに協力を仰ぐことにした。

（東奥日報12月21日）

  ◇  上北農産、台湾に総代理店　「源たれ」売り込み（青森）  ◇

  「スタミナ源たれ」を製造販売している上北農産加工農業協同組合（本所・十和

田市）と上北農産商事（弘前市）は来年度、台湾に総代理店を開設する計画を進め

ている。台湾の大手スーパーと取引のある現地貿易商社と年明けに代理店契約を結

び、営業拠点も置く。現地で２〜３人採用する方針。同農協の海外営業拠点の設置

は初めて。

  同農協は2014年度から、中国・上海へスタミナ源たれの輸出を始め、年間２万本

を出荷。組合の略称ある「KNK」マークは中国国内で商標登録を取得している。成

田正義組合長は「来年４月から台湾で営業を本格化させ足場を固めたら、上海にも

営業所を構えたい」と話した。（東奥日報12月22日）

  ◇  阿賀町3セク「ホテルみかわ」　中国系法人が買収へ（新潟）  ◇

  阿賀町が100％出資する第３セクターで、経営難が続く「ホテルみかわ」（深江

勝彦社長）を、中国資本の日本法人が買収する意向であることが21日、分かった。

同日開かれた町議会で、３セクの株式を中国系企業に売却するための議案が賛成多

数で可決された。名称やサービスは従来通りで、従業員の雇用も継続される見込み。

  町によると、買収の意向を示しているのは「日本山嶼海株式会社」（東京都）。

９月ごろ、町に３セク株式購入を打診していた。親会社は中国・上海市に拠点を置

く投資コンサルティングの「日本山嶼海投資集団」で、中国国内に観光、健康、金

融などの分野で15の子会社を持つ。（新潟日報12月22日）

  ◇  天童産ラ・フランス、世界に　台湾富裕層に浸透、香港初PR（山形）  ◇

  生産量日本一のラ・フランスの海外販売に向け、天童市は本年度初めて香港でプ

ロモーションを展開した。５年目を迎えた台湾では富裕層に徐々に浸透し、春節に

合わせての出荷が決定。いずれもシャインマスカットを含めた販路確立への期待感

が高まっている。

  市農林課によると、香港では台湾と同様に、リンゴや和ナシなど硬い触感の果実

が定着。洋ナシは米国産が流通しているが、酸味が強く敬遠されがちで、このイメー

ジを変えることが一番の課題だという。市とJAてんどう、生産者が12月２〜４日、

シティスーパー２店舗で試食会を開いた。「米国産のとは違う」「予想より甘い」

と富裕層の反応は上々。関係者は手応えをつかんだ。（山形新聞12月24日）

  ◇  トラクターに興味津々　ロシアの学生が研修（新潟）  ◇

  新潟大学と大学間交流協定を結んでいるロシア連邦沿海地方農業アカデミー＝ウ

スリースク市＝で農業機械について学ぶ学生ら５人が、新潟市秋葉区の農機販売会

社施設で研修を行った。

  同アカデミーは、2014年度から、新大と共同で食用大豆の試験栽培を行っている。

新潟クボタ（同市中央区）が同アカデミーに中古トラクターを送った縁で同社に要

請があり、昨年８月に続き研修を受け入れた。イーゴリ・ボロディン准教授は「ロ

シアや米国の農機は学んでいるが、日本製はあまり機会がない。品質が高く使いや

すかった」と話していた。（新潟日報12月27日）

  ◇  青森−中国・天津線　チャーター便先行運航へ  ◇

  青森−天津（中国）間の定期路線開設を目指している中国の航空会社「奥凱

（オーケー）航空」（本社北京市）が定期便に先行し、定期チャーター便を運航す

るための手続きを進めていることが４日、複数の関係者への取材で分かった。16日

から３月中旬まで、天津から週４便の運航を目指している。

  定期チャーター便は毎週月、水、木、土曜に運航する予定。今後、国土交通省の

許可を受け、運航が正式決定する。中国では、28日に旧正月に当たる「春節」を迎

え、１年のうちで最も海外旅行が盛んな時期となる。この前後に定期チャーター便

を先行運航することで、旺盛な旅行需要を取り込む狙いがあるとみられる。

（東奥日報１月５日）

  ◇  「民間交流、強くなった」　何中国総領事、離任あいさつ（新潟）  ◇

  在新潟中国総領事館の何平総領事が４日、離任のあいさつのため県庁を訪れ、米

山隆一知事と面会した。何氏は「チェスやモンゴル相撲による交流ができ、春節祭

も２回開催した。民間レベルの交流が強くなった」と述べ、県の協力に感謝した。

  何氏は領事館の２代目総領事として2014年２月に着任した。15年２月、県や新潟

市に呼び掛け、中国の旧暦の伝統行事「春節祭」を新潟市で初めて開催した。何氏

は11日に離任し、中国外交部に戻る。後任は孫大剛・遼寧省外事弁公室主任で、２

月に赴任する予定。（新潟日報１月５日）

  ◇  富山米、中国へ初輸出　JAみな穂と卸最大手（富山）  ◇

  富山米が初めて中国本土に輸出されることになった。JAみな穂（入善町）とコメ

卸売最大手の明神（神戸市）が２月、厳しい規制のためにこれまでは困難だった現

地での販売に乗り出す。富裕層をターゲットに、北京や上海などの大都市で需要を

開拓。国内の消費量が減り続ける中、日本食ブームが広がる巨大市場で「富山ブラ

ンド」の定着目指す。

  農産物の輸出促進を掲げる農林水産省は本年度、中国への流通でネックになって

いる燻蒸の費用に対する補助制度を創設。これを活用して神明など複数の業者が輸

出に挑むことになった。（北日本新聞１月５日）

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇◇　２月14日、15日に

　　　　「2017北東アジア経済発展国際会議（NICE）イン新潟」を開催します。

　　○会　期　2017年2月14日（火）〜15日（水）

　　○会　場　朱鷺メッセ2階スノーホール（新潟市中央区）

　　○主　催　新潟県、新潟市、ERINA

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/activities/seminars/nice/2017nice/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

　◇◇　1月17日（火）に平成28年度第4回賛助会セミナーを開催します。

　　○日　時　2017年1月17日（火）14：00〜16：00

　　○会　場　朱鷺メッセ2階中会議室201

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/127232/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』

                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５

　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」

　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に

　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して

　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞

　　

　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス

　　です。

　　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.302(20170113)
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